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室内環境［2022］

特集に
あたって

1．室内環境学会・環境過敏症分科会

我々は日常生活の90%以上を室内で過ごしており,

室内環境が健康に及ぼす影響は大きい。本分科会は

室内環境改善による環境過敏症の発症予防を検討す

るために,2017年11月に設立された。メンバーは現

在41名で,幅広い専門分野(化学,環境工学,建築学,

生物学,物理学,アレルギー学,公衆衛生学,社会医

学,脳科学,疫学,薬学,栄養学,環境ジャーナリス

ト,環境社会学,企業実務者など)の研究者で構成さ

れている。

活動としては以下のような活動をしている。1)

日常的にメーリングリストで情報を交換し,共同研

究を実施する。2)定期的会合(年3回程度)を持ち,

情報交換と審議を行う。3)開催した会合の内容を

報告書にまとめ,広く公開する (註1)。4)環境過敏

症に関する認知度を高めるための啓蒙活動を行う。

5)医療関係者が多い“日本臨床環境医学会・環境過

敏症分科会”との協力体制のもとに活動する。ただ

し,各学会の特色性を生かし,“室内環境学会・環境

過敏症分科会”は環境改善などの予防対策を中心に

検討し,“日本臨床環境学会・環境過敏症分科会”は

医療関係者向けの診断基準の確立,有効な他覚的検

査法,有効な治療法の確立などを中心に検討する。

註1：本号でも“第4回オンライン会議報告書”を発

表している。

2．環境過敏症(環境不耐症)の現状

環境過敏症とは,生活環境中の様々な要因と関連

して生じる健康障害の総称で,その代表例としてシッ

クハウス症候群(sickhousesyndrome,SHS),化学物

質過敏症(multiplechemicalsensitivity,MCS),電磁過

敏症(electromagnetichypersensitivity,EHS)が挙げら

れる。三者は密接な関係があること,およびアレル

ギー疾患と密接な関係があることはよく知られてい

る1)。

2．1 環境過敏症との関連が想定される環境要因

化学的要因(建材中の塗料,農薬・除草剤,殺虫・

防虫剤,芳香剤,柔軟剤に由来する微量な有機化合

物,煙草の煙に含まれるニコチン等),生物学的要因

(カビ,ダニ,花粉等),および物理学的要因(音,光,

低気圧,振動,加速度,パソコン・スマートフォン・
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携帯電話基地局などに由来する電磁場等)が挙げら

れている1)。

2．2 環境過敏症患者が訴える症状

睡眠障害,呼吸困難,咳,動悸,吐気,腹痛,下痢,

失神,全身倦怠感,思考力・集中力低下,うつ気分,

頭痛,めまい,痛み,四肢脱力など多彩な全身症状

を特徴とする。しかし,現段階では有効な他覚的検

査法がなく,発症メカニズムや診断方法,治療法・

予防法などは未解明な状態である。殊にEHSは,患

者が症状発現要因と訴える電磁場発生源の波長・周

波数・電磁強度は様々であり,かつ次々に新たな製

品が開発されるため,発症要因との因果関係が証明

しにくく,医療関係者や研究者の中でも肯定派・否

定派が混在しており,世界的にも研究はスタートラ

インについたところである1)。

2．3 環境過敏症の有病率

MCS患者の有病率は0.3%～33%,EHS自訴者の割

合は1.2%～13.3%と報告されており,調査方法,調

査年度,国や地域で大きな幅がある。例えば,2018

年にSteinemannが実施した調査では2),“米国で,医

師にMCSと診断された患者は12.8%,MCS自訴者は

25.9%存在し,その割合は,10年前と比べて,夫々,

約3倍,約2倍に急増している”と報告がなされてい

る。スウェーデンとノルウェーの患者の割合を比較

した2018年の調査では,MCS(12.2% vs15.2%),建

材過敏(4.8% vs7.2%),EHS(2.7% vs1.6%),音過敏

(9.2% vs5.4%)と,両国間で共通点と相違点があっ

たことが報告された1)。

日本では東らが2012年にQuickEnvironmental

ExposureandSensitivityInventory(QEESI)5)を用いて,

無作為抽出した日本人(7,425名)を対象に行った疫学

調査では“Miller設定MCS基準値超過者”が4.4%存在

した。2000年に内山らが4,000人を対象として実施

した調査時の超過者の割合は0.74%であったことか

ら,2012年の結果は化学物質不耐の有症率が以前よ

りも高いことが示唆された4)。北條ら3)は“旧調査

(1999年～2002年)と新調査(2012～2015年)のQEESI

得点を比較した結果,日本のMCS患者のQEESI得点

(Q1化学物質不耐性,Q2その他の不耐性,Q5日常生

活障害)が有意に増加し,回避項目(Q4マスキング)が

有意に増えていることから,時代とともに重篤化し

ている”と報告している3)。北條らが2012～2015年に

実施した調査は,健常者1,313名の中に,“北條設定

MCS基準値”の超過者が約6%,“北條設定EHS基準

値”を超過した人は3%～6%,両基準値超過者は約

1%存在したことを示し,今後,ますますMCS患者や

EHS患者が増加する可能性を予測している1)。

2．4 環境過敏症の発症メカニズム

環境過敏症の発症メカニズムは未解明であるが,

筆者らは環境過敏症の病態メカニズムは3ステージ

仮説(①geneticstage,②initiationstage,③triggering

stage)で説明できると考える。第1ステージは先天的

に決定された遺伝的要因と関連する。すなわち,外

部環境や内部環境への曝露に対するストレス応答

(視床下部・下垂体・辺縁系)や自然免疫・血栓系の

応答に関連する遺伝的要因が,環境過敏症の発症し

易さ(発症しにくさ)を制御する。第2ステージは

環境的な発症要因に曝露されるステージであり,環

境ストレス過敏(環境ストレス不耐)の体質が獲得さ

れ,“susceptibleperson(intolerantperson)”となる。次

の第3ステージでは,一般健常人では全く苦になら

ないような日常的レベルの環境ストレスが,過剰

なストレス過敏やストレス不耐のトリガー要因とな

る。ここで全身的な体調不良がみられ“sensitive

person”となる。したがって環境過敏症の発症予防

のためには,まず第1ステージの遺伝要因の解析が

重要である。これに関しては,遺伝子解析研究結果

に期待したい。環境要因の解析では,第2ステージ

と第3ステージの環境要因を特定し,それらの曝露

を回避・低減することが重要である。胎児期や乳幼

児期における有害な化学物質曝露(農薬中のネオニ

コチノイドなど)は,発達障害(自閉症スペクトラム

障害)を伴う環境過敏症(環境不耐症)を発症させるリ

スクがあり,特に注意が必要である。予防原則的な

立場から,環境過敏症(環境不耐症)の病態解明や診

断基準の確立が急がれる。

3．本特集号企画の目的と本号掲載内容

上述したように,日本を含む先進国を中心に,環

境過敏症を訴える人の割合は,急増している。特に

COVID-19流行下では,消毒剤噴霧やテレワークな

どで,化学物質や電磁場による室内環境曝露の機会

が増えたため,環境過敏症患者の増加が懸念されて

いる。近年,環境過敏症と小児の登校障害,自閉症,

学習障害との関係も指摘され始めている。未来を担
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うこどもを守るためにも,室内環境の整備で環境過

敏症を予防することは早急に取り組むべき社会的課

題である。環境過敏症のような種々の要因が複雑に

絡み合って発症すると推定される健康障害は,幅広

い研究分野の研究者・医療関係者・技術者・実務担

当者,行政関係者,および市民が情報交換・情報共

有・共同研究を行いながら,科学的に究明し,発症

予防対策を模索する以外ないと考える。しかし,日

本は欧米諸国に比べ,環境過敏症の認知度が低いの

で,その科学的な啓蒙が必要な段階にある。

そこで,室内環境と環境過敏症の密接な関連性に

ついて,マルチ異分野の研究者からみた最新の知識

を室内環境学会の読者と共有すべく,本特集号を企

画し,複数号にわたって掲載予定である。

まず,第一回の本号では,本分科会メンバーであ

る先生方に,各専門分野の研究者からみた環境過敏

症について,以下の原稿をご執筆いただいた。

1)吉野博先生に,“シックハウス防止・新型コロ

ナ対策のための換気設備点検の重要性 ―建築

工学研究者からみた環境過敏症―”

2)林基哉先生に,“建築物の換気不良と室内環境

の実態 ―建築物環境衛生研究者からみた環境

過敏症―”

3)一條佑介先生と野﨑淳夫先生に,“環境過敏症

対策としての有効な室内空気汚染対策製品 ―

環境工学研究者からみた環境過敏症―”

4)達晃一先生,篠原直秀先生,金勲先生に,“公共

交通機関における車室内空気質と今後の展望 ―

企業実務者らからみた環境過敏症―”

5)加藤やすこ先生に,“GIGAスクールおよび5Gの

電磁波と諸学国による対策に関する最近の動向

―環境ジャーナリストからみた環境過敏症―”

6)黄琳琳先生,張智元先生,�嘯谷先生,北條祥

子に,“台湾における環境過敏症の現状と今後

の展望：台湾建築医学学会と日本の室内環境学

会の国際協力を目指して ―建築医学研究者か

らみた環境過敏症―”

7)加藤貴彦先生に,“公衆衛生学研究者からみた

環境過敏症に関する今後の展望 ―公衆衛生学

研究者からみた環境過敏症―”

8)横田俊平先生と黒岩義之に,“ストレス不耐症

状を訴える登校障害児の臨床医学的検討：若年

性繊維筋痛症との類似性に注目して ―小児科

学研究者からみた環境過敏症―”

9)乳井美和子先生と宮田幹夫先生に,“化学物質

過敏症患者の症状緩和における食事の位置づけ

について ―栄養学研究者からみた環境過敏症―”

最後は,最新のトピックとして,

10)浦野真弥先生,太宰久美子先生,加藤研太先生

に,原著論文：家庭用柔軟剤等の使用に伴う揮

発性成分の挙動に関する研究
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